
平成２２年１０月２２日

平成２２年上期（１月～６月）近畿地区工場立地動向調査（速報）

近畿経済産業局は、平成２２年上期（１月～６月）に近畿地区において製造

業、電気業（水力、地熱発電所を除く。）、ガス業、熱供給業のための工場又は

事業所（研究所を含む。）を建設する目的をもって、１，０００㎡以上の用地

を取得（借地を含む。）した事業者を対象とする工場の立地動向について調査

し、管内各府県の協力のもとに取りまとめた。

１．概要

○ 工場立地件数は、２期連続で減少

・ 工場立地件数は５９件（前年同期８０件）で、前年同期比２６．３％の減少となり、

２期連続の減少となった。また、全国の立地件数は３５２件（前年同期４２８件）で、

前年同期比１７．８％の減少となった。

・ 府県別立地件数では、滋賀県（９件⇒１０件）が前年同期から件数が増加したほか、

京都府（５件）、大阪府（７件）が前年同期と変わらなかった一方、奈良県（１１件⇒

１０件）、和歌山県（６件⇒５件）が前年同期と比べてやや減少、兵庫県（３３件⇒２

０件）は減少、福井県（９件⇒２件）は大幅に減少した。

・ なお、兵庫県の立地件数は全国で第４位となった。

○ 研究開発機能付設工場の割合が過去最大

・ 研究開発機能（基礎研究、応用研究、開発研究）を付設した工場は２２件で、近畿

全体の立地件数に占める割合が３７．３％と、調査開始以来最も大きい。

○ 工場敷地面積は、２６％の減少

・ 工場の敷地面積は６７．０ｈａ（前年同期９０．６ｈａ）で、前年同期比２６．０％

の減少となった。なお、全国の工場敷地面積は５００ｈａ（前年同期６２２ｈａ）で、

前年同期比１９．７％の減少となった。



○ 小規模立地の割合が全国を上回っている

・ １件当たりの平均敷地面積は１．１ｈａ（全国ベースでは１．４ｈａ）で、３千㎡

未満の小規模立地の割合が全体の３３．９％（全国ベースでは３１．３％）だった。

・ また、１０万㎡以上の大規模な立地の割合は１．７％と、前年同期（２．５％）か

らは減少した。ただし、全国における割合も１．４％と、前年同期（２．８％）から

減少している。

○ 工業団地への立地は大幅減少

・ 工業団地への立地は１７件で、立地件数に占める割合が２８．８％と前年同期（３ 
７．５％）から減少。過去１０年で最も少ない割合となった。

・ また、工場跡地への立地は９件で、前年同期（１７件）から半減した。なお、立地

件数に占める割合は１５．２％（全国ベースでは１９．０％）だった。

○ 業種別では、食料・飲料の件数が最も多い 
・ 業種（平成１９年１１月改正：日本標準産業分類表）別の工場立地件数で最も多か

ったのは、食料・飲料の１０件で、以下、化学工業７件、プラスチック製品６件、非

鉄金属５件と続いている。

○ 立地場所の選定は、「本社・他の自社工場への近接性」を重視

・ 新設立地場所の選定で「最も重視した」「重視した（複数回答）」を合計すると、「本

社・他の自社工場への近接性」（１７件）、「地価」（９件）、「人材・労働力の確保」（９

件）、「工業団地である」（８件）、「周辺環境からの制約が少ない」、「高速道路を利用

できる」（各７件）であった。

・ 全国ベースでみると「本社・他の自社工場への近接性」（７８件）、「地価」（６８件）、

「工業団地である」（６４件）、「人材・労働力の確保」（５０件）、「周辺環境からの制

約が少ない」（４６件）と続いている。

○ およそ６社に５社が資本金１億円未満

・ 資本金別規模別では、１千万円～５千万円未満の企業が４０．７％と最も多く、１

億円未満の企業は８３．１％（全国ベースでは８０．０％）となっている。

・ 資本金１００億円以上の企業立地件数は３件で、前年同期（８件）と比べて件数、

全体に占める割合ともに減少した。
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